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1 はじめに 
 本研究の目的は、社会保障制度の改正や各種給付等による所得再分配への影響を試算す
る手法として、マイクロシミュレーション分析に着目し、属性別の影響を把握するための
モデルを構築することにある。 
 「全世代型社会保障構築会議報告書」(令和 4年 12月 16 日)では、全世代型社会保障の
基本理念として、個別の社会保障政策における EBPM(証拠に基づく政策立案)の実現を目
指す必要があるとされた。本報告書の内容を踏まえ、今後、全世代型社会保障を構築して
いくためには、社会保障制度の改正等による所得再分配への影響について、その全体像を
把握したうえで、モデル世帯での影響を分析するとともに、所得階層や年齢階層、世帯構
造等の属性に応じた影響を明らかにする必要がある。 
 本研究に先立って、令和 5年度厚生労働科学研究「社会保障給付に関するマイクロシミ
ュレーション分析の研究」(研究代表者：佐藤格)では、国民生活基礎調査の調査票情報を
利用して静的なマイクロシミュレーション分析のモデルを構築し、社会保障制度の改正等
による所得再分配への影響を試算した。具体的には、(1)児童手当の拡充、(2)後期高齢者
医療制度の保険料引き上げ、(3)厚生年金の適用拡大といった制度改正等を想定し、相対的
貧困率やジニ係数の変化について分析を行った。 
 当該研究で構築した静的モデルは、短期的な所得再分配への影響を試算する際には有効
であるが、長期的な影響を試算するための分析には必ずしも適さない。したがって、将来
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にわたる影響を試算するためには、動的モデルを構築する必要がある。特に、公的年金の
ように異時点間の所得再分配を伴う制度改正等を分析対象とする場合には、個人のライフ
サイクルを考慮した動的モデルの構築が求められる。 
 国内の既往研究では、主に公的年金改革の効果等について動的モデルを構築した分析が
行われている(稲垣・金子(2008)、稲垣(2010)、白石(2008)など)が、当該モデルは他の政
策分野の制度改正等には対応していないほか、属性別の分析は必ずしも十分に行われてい
ない。以上を踏まえ、本研究では、幅広い社会保障制度の改正や税制、各種給付等に対応
し、なおかつ属性別の分析が可能な動的マイクロシミュレーション分析のモデルを構築し
た。 
 マイクロシミュレーションモデルはOrcutt(1957)により提唱されたものであり、税制や
年金制度など社会政策の変更や個々人の行動が、個々人の所得や生活にどのような影響を
与えるかミクロレベルで評価することを目的としたモデルである。日本でもマイクロシミ
ュレーションを用いたモデルの開発が行われており、1980年代に青井ほか(1986)で報告さ
れた INAHSIM(Integrated Analytical Model for Household Simulation)を用いたモデルを中
心に、さまざまな分析がなされている。また矢田(2011)によれば、マイクロシミュレーシ
ョンモデルを用いた分析は、行動変化を含むものであるかどうか、また分析を一時点で行
うか長期間で行うかで分類することができる。行動変化を含まないものは算術的
(Arithmetrical)モデル、行動変化を考慮したものは Behavioral モデルと呼ばれる。また一
時点で分析するものは静的(Static)モデル、将来にわたって長期間を分析するものは動的
(Dynamic)モデルと呼ばれる。 
 本研究は世帯構成などは遷移確率にしたがって変化するものの、効用関数の設定などは
行っていないことから、政策の変化による行動変化までは扱うことができていない。一方
で分析は 2060 年までの期間を対象としているため、将来にわたっての分析が可能な動的
モデルである。 
本稿では、作成したモデルを用いて、公的年金制度の改革が将来的に所得分配にどのよ

うな影響を与えるかに絞って分析を行う。公的年金制度については近年、厚生年金の適用
拡大がおこなわれ、また今後、マクロ経済スライドの期間調整をどうするかや国民年金の
加入期間延長をどうするかに関して、議論がある。これらの制度改革が将来的に所得分
配、具体的には相対的貧困率やジニ係数の値にどのような影響を及ぼすかについて、モデ
ルを用いて分析する。 
 本稿の構成は以下の通りである。続く第 2 節では、シミュレーションを行うためのデー
タと、モデルの構造を示す。第 3節ではシミュレーションのケース分け、第 4節ではシミ
ュレーションの結果を示し、第 5節で結果の考察を行う。第 6節で改めて結果を整理し、
今後の課題を記してむすびとする。 
 



2 モデルのデータと構造 

2.1 データ 

 モデルは国民生活基礎調査の所得・貯蓄票および世帯票をベースにして、各種のパラメ
ータが変化した際に所得配分がどのように変化するのかを、相対的貧困率やジニ係数をも
とに計測することを目指している。そのために、国民生活基礎調査のデータを可能な限り
そのまま利用し、後述する適用拡大のケース設定等に関して補足的にデータの加工を行っ
ている。また相対的貧困率やジニ係数は、いずれかの世帯員の可処分所得が欠損値である
場合には計算できない。したがって、すべての世帯員の可処分所得が欠損値ではないデー
タのみを利用してシミュレーションを行っている。この結果、所得票と世帯票をマッチン
グさせた 45,160名のデータのうち、30,652 名分のデータを用いてシミュレーションを行
っている。 
 出生は国立社会保障・人口問題研究所(2023)「日本の将来推計人口」の仮定値表 2「女
性の年齢各歳別出生率及び合計特殊出生率：出生中位・高位・低位(死亡中位)推計」よ
り、女性の年齢各歳別出生率(出生中位)を用いてパラメータを設定している。 
 死亡は国立社会保障・人口問題研究所(2023)「日本の将来推計人口」の仮定値表 7「男
女年齢別将来生命表：中位仮定」より、年齢各歳別死亡率を用いてパラメータを設定して
いる。 
 結婚確率については、「人口動態統計」の「保管統計表 婚姻 第 1表 婚姻件数，届出時
の年齢（各歳）・夫－妻・初婚－再婚別」を用いて、夫-初婚、夫-再婚、妻-初婚、妻-再婚
別の婚姻確率を計算した。また離婚確率については、妻の年齢と年齢別日本人人口から計
算した。 
 雇用者所得については、賃金関数を推定し、その結果を適用する。また雇用者所得は毎
年一定の率で上昇するものとする。この率については、財政検証の経済前提に沿う形で設
定している。賃金関数は男性、女性それぞれについて、年齢階級ダミー、週労働時間ダミ
ー、企業規模ダミーを説明変数にして推定を行い、以下の結果を得ている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



表 1 賃金関数の推定結果 男性 

 
 

表 2 賃金関数の推定結果 女性 

 
 

男性
推定値 標準誤差 t値 P値

年齢階級[2] 68.93971 30.34312 2.27 0.023
年齢階級[3] 191.8785 29.80222 6.44 0
年齢階級[4] 270.7957 29.29719 9.24 0
年齢階級[5] 329.2022 28.98149 11.36 0
年齢階級[6] 381.8863 28.80608 13.26 0
年齢階級[7] 414.9982 28.56424 14.53 0
年齢階級[8] 460.0037 28.63962 16.06 0
年齢階級[9] 462.5882 28.77536 16.08 0
年齢階級[10] 314.728 28.73697 10.95 0
年齢階級[11] 190.8569 29.2646 6.52 0
年齢階級[12] 130.0001 29.20523 4.45 0
週労働時間[1] -106.359 15.88154 -6.7 0
週労働時間[2] -67.1315 16.42145 -4.09 0
企業規模[1] -118.104 6.540251 -18.06 0
企業規模[2] -157.778 17.12374 -9.21 0
定数項 128.4746 27.46474 4.68 0

女性
推定値 標準誤差 t値 P値

年齢階級[2] 69.24424 21.83055 3.17 0.002
年齢階級[3] 168.2079 21.73207 7.74 0
年齢階級[4] 148.6299 21.57014 6.89 0
年齢階級[5] 171.1978 21.15855 8.09 0
年齢階級[6] 185.3335 21.07085 8.8 0
年齢階級[7] 205.514 20.85016 9.86 0
年齢階級[8] 207.3824 20.768 9.99 0
年齢階級[9] 188.9323 20.9807 9.01 0
年齢階級[10] 145.2208 21.02593 6.91 0
年齢階級[11] 90.92915 21.83387 4.16 0
年齢階級[12] 64.96121 22.09898 2.94 0.003
週労働時間[1] -109.917 6.984795 -15.74 0
週労働時間[2] -70.5374 8.850706 -7.97 0
企業規模[1] -36.8276 4.614131 -7.98 0
企業規模[2] -87.238 10.95647 -7.96 0
定数項 95.24196 20.14086 4.73 0



2.2 構造 

 モデルは動的なマイクロシミュレーションを行うためのものであり、個人の出生・死
亡・就学・卒業・就職・失業・引退・結婚・離婚などのライフイベントの発生確率を各期
与えることができるものとなっている。また所得が就業状態に応じて変化し、さらにその
所得が税や社会保険料の金額にも反映される。社会保険料のうち、特に年金保険料につい
ては、それが将来の年金受給額にも反映されることとなる。それぞれのライフイベントに
ついては次のように決定される。 
 
(1) 出生 
 15～49 歳の女性には年齢各歳別出生率を用いて設定した確率にしたがい、出生というイ
ベントが発生する。ここで設定した確率に該当した場合、その個人は子を生むものとす
る。また、生まれた子の性比は男 105.3：女 100 に設定する。 
 出生が発生した場合、出生した個人には新しい個人識別番号を付与する。また誰がこの
個人の母親かを識別するための番号や、世帯識別番号も付与する。さらに、就業状態も付
与されるが、出生時点から 14 歳までの就業状態はつねに「学生」とする。 
 
(2) 死亡 
 死亡はすべての個人に発生するイベントである。毎期設定した確率にしたがい、個人は
死亡する。死亡した場合、当該個人の識別番号は抹消される。また死亡した個人が結婚し
ていた場合には、配偶者の配偶状態が死別に変更される。 
 
(3) 就学・就業・失業 
 15 歳以上 64 歳以下の学生について、確率にしたがい教育状態を決定する。15歳以上
64 歳以下かつ学生という条件を満たした個人については、毎期在学か卒業かが判定され
る。なお、一旦卒業した個人については、再度学生に戻ることはないと仮定する。また、
在学中の場合、年齢に応じて学校種類を更新する。 
 卒業した場合、当該個人は就業するかどうかが決定される。就業状態は、仕事の有無、
勤めか自営か、勤めの場合の企業規模、という順序で決定される。仕事の有無は就業確率
を与えて決定する。なお、14 歳以下および 70歳以上の場合は働いていないものとする。
毎期決定される就業確率において、「仕事なし」となった場合には、当該期においては失
業しているという扱いになる。後述するように、仕事ありかつ勤めの場合には、雇用者所
得が発生する。また、公的年金について給付額を決定するため、厚生年金の適用対象とな
る働き方である場合には、その年数を累積させる。 
 また適用拡大の影響を分析するために、企業規模と週労働時間については追加的な設定
を行う。週労働時間は国民生活基礎調査より性・年齢階級、労働時間別の人数を計算し、



それをもとに 10 時間未満、10 時間以上 20時間未満、20時間以上となる確率とした。 
 

表 3 週労働時間の確率 

 
 
(4) 引退 
 (3)で示したように、70 歳以上の場合には就業確率は与えず、働いていないものとす
る。すなわち、70 歳以上は引退しているという扱いにする。 
 
(5) 結婚 
 結婚は 18 歳以上かつ婚姻状態が未婚・死別・離別の個人に発生する。各女性について
結婚確率を判定し、年齢差 5歳以内の未婚・離別・死別であり、かつ別世帯の男性と結婚
が発生する。結婚が発生した場合には新しい世帯識別番号と配偶者の識別番号を付与し、
婚姻状態を既婚に設定する。 
 
(6) 離婚 
 離婚は既婚の個人に発生する。既婚女性に対して離婚確率を判定し、離婚が発生する。
離婚が発生した場合には当該女性及び当該世帯の子は既存の世帯識別番号を引き継ぎ、男
性に対しては新たな世帯識別番号を付与する。婚姻状態については離別に変更する。 
 

2.3 所得と拠出金 

所得および拠出金の一部項目については、以下に示す通り、モデル内で毎期の値を計算

男性 女性

10時間未満
10時間以上
20時間未満

20時間以上 10時間未満
10時間以上
20時間未満

20時間以上

15～19 0.0612 0.1837 0.7551 0.1020 0.2449 0.6531
20～24 0.0700 0.1111 0.8189 0.0922 0.1170 0.7908
25～29 0.0164 0.0262 0.9574 0.0197 0.0395 0.9408
30～34 0.0164 0.0140 0.9696 0.0178 0.0414 0.9408
35～39 0.0133 0.0114 0.9752 0.0243 0.0728 0.9029
40～44 0.0094 0.0109 0.9797 0.0392 0.0989 0.8619
45～49 0.0142 0.0083 0.9775 0.0346 0.0935 0.8720
50～54 0.0107 0.0155 0.9738 0.0346 0.1188 0.8466
55～59 0.0196 0.0065 0.9739 0.0268 0.1114 0.8618
60～64 0.0197 0.0301 0.9502 0.0513 0.1442 0.8044
65～69 0.0466 0.0816 0.8717 0.0757 0.1833 0.7410
70～74 0.0743 0.1337 0.7921 0.0847 0.1852 0.7302



する。 
 
(1) 雇用者所得 
 仕事ありかつ勤め(雇用者)となった場合、雇用者所得が発生する。雇用者所得は賃金関
数を推定し、その結果をもとに与えている。また雇用者所得は賃金上昇率にしたがい毎期
上昇するものと想定する。この賃金上昇率はシミュレーションの開始時点で設定する。 
 
(2) 公的年金給付 
 公的年金給付は老齢年金のみを想定し、障害年金や遺族年金は扱わない。また老齢年金
については、繰り上げや繰り下げは想定せず、65 歳から受給開始するものとして計算す
る。基礎年金については満額受給するものと想定し、報酬比例部分は初期時点までの標準
報酬累計額とシミュレーション期間に決定される毎期の標準報酬の累積額を合計し、給付
算定式にしたがって決定する。 
 初期時点までの標準報酬累計額については 2024 年財政検証のデータをもとに計算す
る。財政検証には、性・年齢・被保険者期間別の被保険者数、待期者数、標準報酬総額累
計のデータがあるため、これらを用いて過去の標準報酬の額を決定する。具体的には、次
のような手順である。 
 
① 被保険者・待期者別に、被保険者期間を割り当てる。初期時点で厚生年金被保険者と
しての要件を満たす者は被保険者の表、そうでない者は待期者の表を用いて、初期時点に
おける被保険者期間を決定する。財政検証のデータでは年齢・被保険者期間別の人数が示
されているため、各年齢において被保険者期間が何年になるのかは確率的に与えることが
できる。図 1で示したのは被保険者の表であるが、待期者についても同様の表により人数
が示されている。 
 



 
図 1 財政検証の性・年齢・被保険者期間別被保険者数 

 
② 割り当てられた被保険者期間と、既に決定されている性・年齢から、被保険者、待期
者別に標準報酬総額累計の値を割り当てる。財政検証のデータでは年齢・被保険者期間別
の標準報酬総額累計の平均値が示されているため、この値を用いる。図 2が男性被保険者
に関する年齢・被保険者期間別標準報酬累計総額の平均値である。ただし財政検証のデー
タは平均値であるため、そのまま用いると、性・年齢・被保険者期間の等しい個人には、
同一の標準報酬総額累計の値が割り当てられることになる。これを補正するために、初期
時点における雇用者所得の値を用いる。ある性・年齢・被保険者期間の個人について、当
該個人の雇用者所得の値と、その個人と同一の性・年齢・被保険者期間の者の雇用者所得
の平均値との比を計算し、その比を標準報酬総額累計に乗じることで、当該個人の標準報
酬総額累計とみなす 5。 
 

 
5 報酬比例部分の計算については https://www.nenkin.go.jp/service/yougo/hagyo/hoshuhirei.html に記さ
れているように、2003 年度以前と以後で給付乗率が異なる。ただし本研究において利用しているデータ
からは、各個人の 2002 年度以前の被保険者期間および 2003 年度以降の被保険者期間を特定することが
できない。したがって本研究では、給付乗率はすべての期間について 5.481/1000 を仮定する。 



 
図 2 財政検証の性・年齢・被保険者期間別標準報酬総額累計 

 
 ①および②で計算した仮想的な被保険者期間と標準報酬総額累計を初期値として、シミ
ュレーション期間においては、各個人が 64 歳に達するまでの各期の雇用者所得額を累積
させ、これを年金給付額を算定するための標準報酬総額とする。最終的に、これに給付乗
率を乗じ、さらに 12 倍することによって、年間の公的年金給付額とする。またこの金額
は毎期物価上昇率とマクロ経済スライド率により調整される。物価上昇率はシミュレーシ
ョンの開始時点で設定する。またマクロ経済スライドの終了年度は基礎年金部分・報酬比
例部分をそれぞれシミュレーションの開始時点で設定する。 
 
(3) 児童手当 
 児童手当については、世帯内に 3 歳未満の個人がいれば、対象者数×15,000 円、また世
帯内に 3歳以上 18歳以下の個人がいれば、対象者数×10,000円と計算し、両者を合計し
た値を世帯主に給付すると計算している。 
 
(4) 所得税 
 所得税については最初に課税される所得金額を計算し、それをもとに累進的な税率を適



用する 6。課税される所得金額は、雇用者所得、事業所得、農耕・畜産所得、家内労働所
得、財産所得、公的年金・恩給、雇用保険、児童手当等、その他の社会保障給付金、仕送
り、企業年金、個人年金等、その他の所得の和から、医療保険料、年金保険料、介護保険
料、雇用保険料を控除することで計算される。その上で、所得税の税率の計算式にしたが
った計算を行う 7。また、公的年金への所得税・個人住民税は、公的年金等控除の適用な
どで税負担が軽減されていることを反映し、本稿では課税されないと考えた。 
 

表 4 所得税の税率表 

 
 
(5) 住民税 
 住民税は課税される所得金額に対して 10%とする。 
 
(6) 年金保険料 
 年金保険料は年齢のほか、雇用者所得があるかどうかによって金額が異なる。年齢が 15
歳以上 69 歳以下であり、雇用者所得が 0 でない場合には、雇用者所得に 9.15%を乗じた
額とする。ただし、適用拡大の対象とならない場合にはこの方法は適用されず、以下の方
法により決定される。 
 年齢が 20 歳以上 59 歳以下であり、雇用者所得が 0の場合には、年額 198,240 円とす
る。適用拡大の対象とならない場合には、雇用者所得が 0でない場合にもこの金額とな
る。なお、年齢が 20 歳以上 59 歳以下であり雇用者所得が 0であっても、配偶者が厚生年
金に加入しており、本人の年収が 130 万円未満の者は、第 3 号被保険者として保険料の負
担はしないものとする。 
 

 
6 所得税及び住民税に共通する課題として、課税される金額の計算に当たっては、社会保険料については
控除しているものの、給与所得控除や基礎控除等の反映ができていない。したがって、租税負担が過大に
推計されている可能性があることが、本モデルの限界である。 
7 https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/taxanswer/shotoku/2260.htm を参照されたい。 

課税される所得金額 税率 控除額
~194.9万円 5% 0円

195～329.9万円 10% 9.75万円
330～694.9万円 20% 42.75万円
695～899.9万円 23% 63.6万円
900～1799.9万円 33% 153.6万円
1,800～3,999.9万円 40% 279.6万円
4,000万円以上 45% 479.6万円



(7) 上記以外の所得 
 上記に挙げた項目以外の所得および拠出金、すなわち所得として事業所得、農耕・畜産
所得、家内労働所得、財産所得、雇用保険、その他の社会保障給付金、仕送り、企業年
金、個人年金等、その他の所得、拠出金として固定資産税・都市計画税、自動車税・軽自
動車税・自動車重量税、医療保険料、介護保険料、雇用保険料、企業年金掛金、仕送りに
ついては、シミュレーション期間内において初期値が継続するものと想定する。これらは
もちろん非現実的な仮定だが、本稿では公的年金制度のあり方が所得分配に及ぼす影響を
分析するため、このように設定した。 
 
(8) 可処分所得 
 可処分所得は雇用者所得、事業所得、農耕・畜産所得、家内労働所得、財産所得、公的
年金・恩給、雇用保険、児童手当等、その他の社会保障給付金、仕送り、企業年金、個人
年金等、その他の所得の和から、所得税、住民税、固定資産税・都市計画税、自動車税・
軽自動車税・自動車重量税、医療保険料、年金保険料、介護保険料、雇用保険料、企業年
金掛金、仕送りを控除することにより計算される。なお、(1)～(7)で計算している各項目
はすべて個人単位の値となっているため、これらを集計して計算される可処分所得は個人
単位の値である。シミュレーションの終了後に計算される相対的貧困率やジニ係数は等価
可処分所得、すなわち世帯の可処分所得を世帯人員数の平方根で除算した値がもとになる
ため、世帯単位での集計も行う必要がある。 
 
 

3 シミュレーションのケース分け 
 シミュレーションにおいては、(1) 厚生年金の適用拡大、(2) マクロ経済スライドの期
間の調整、(3) 国民年金の期間延長の 3 点について、いくつかのケースを想定する。 
 厚生年金の適用拡大については、第 16 回社会保障審議会年金部会資料 1 「令和
6(2024)年財政検証結果の概要」8を参考に、① 適用拡大を行わない、② 企業規模要件撤
廃＋非適用業種の解消、③ 5人未満個人事業所への適用拡大、④ 週 10 時間以上の全ての
被用者へ適用拡大、というパターンに準拠した 4種類のケースを想定した 9。ただし、国
民生活基礎調査のデータからは、適用事業所と非適用事業所を区別することができないこ
と、また企業規模に関する区分が異なることなどから、必ずしも上記資料で示されている
適用拡大の想定とは一致するものではなく、それに伴い、それぞれの適用拡大の対象とな

 
8 https://www.mhlw.go.jp/content/001270476.pdf 
9 これによれば、企業規模要件を撤廃し、非適用業種を解消することで 90 万人、さらに賃金要件を撤廃
し、5 人未満個人事業所にも適用拡大することで 270 万人、週 10 時間以上のすべての被用者へ適用拡大
することで 860 万人が適用拡大の対象となると計算されている。 



る人数の割合も一致しない。ただし可能な限りの調整は行っており、国民生活基礎調査で
企業規模 30～99 人となっている部分については、就業構造基本調査を用いて分割を試み
た。すなわち、「令和 4 年就業構造基本調査全国結果」の第 16 表では企業規模が 1 人、2
～4人、5～9 人、10～19人、20～29 人、30～49人、50～99 人、...となっているため、
30～49 人と 50～99 人の数を用いて比率を計算し、他の条件を満たしている場合、企業規
模 30～99 人の者のうち 41.1%は 30～49 名、58.9%は 50～99 名の企業に勤務していると
仮定している。さらに 50～99 名の企業に勤務している場合には、既に厚生年金が適用さ
れていると仮定している。令和 2年までの適用拡大では 50 人超 100 人以下のように、企
業規模 50 人である場合には適用対象とはなっていないと考えられるが、就業構造基本調
査でもこのずれは補正できないので、ここは 30～49 名と 50～99 名で区別している。 
 マクロ経済スライドについては、基準として高成長実現ケースを想定しつつ、成長型経
済移行・継続ケースと過去 30 年投影ケースにおける調整を検討した。「令和 6(2024)年財
政検証結果の概要」においては、マクロ経済スライドの調整終了年度を、高成長実現ケー
スでは基礎年金 2039 年、報酬比例部分調整なし、成長型経済移行・継続ケースでは基礎
年金 2037 年、報酬比例部分調整なし、過去 30 年投影ケースでは基礎年金 2057年、報酬
比例部分 2026 年としている。これがマクロ経済スライドの調整期間の一致を図った場合
には、スライド調整の最終年度は、成長型経済移行・継続ケースでは基礎年金・報酬比例
部分ともに調整なし、過去 30 年投影ケースでは基礎年金・報酬比例部分ともに 2036 年と
計算されている。これらの計算結果をベースにして、① 基礎年金 2039 年、報酬比例部分
2023年、② 基礎年金 2037 年、報酬比例部分 2023 年、③ 基礎年金 2057 年、報酬比例部
分 2026 年、④  基礎年金 2023 年、報酬比例部分 2023 年、⑤ 基礎年金 2036年、報酬比
例部分 2036 年という 5種類のケースを想定した 10。なお、高成長実現ケース、成長型経
済移行・継続ケース、過去 30 年投影ケースでは、それぞれ物価上昇率や賃金上昇率の設
定も異なっている。具体的には、高成長実現ケースでは物価上昇率 2.0%、実質賃金上昇率
(対物価)2.0%、成長型経済移行・継続ケースでは物価上昇率 2.0%、実質賃金上昇率(対物
価)1.5%、過去 30 年投影ケースでは物価上昇率 0.8%、実質賃金上昇率(対物価)0.5%であ
る。毎期の年金給付水準と雇用者所得はこれらの値で変化させることとする 11。また、マ
クロ経済スライドの調整率は 0.9%と想定する。 
 国民年金の期間延長については、① 期間延長を行わない、② 拠出期間を 64 歳まで 5
年間延長する、という 2種類のケースを想定した。保険料拠出期間が 64 歳まで延長され
る場合には、基礎年金の給付額は従前の 45/40 倍としている。これらのケースを表にまと
めると次のようになる。 

 
10 シミュレーションの開始が 2023 年であることから、財政検証で「調整なし」となっているケースに対
応する最終年度は 2023 年としている。 
11 シミュレーション内にて扱う賃金は名目値であることから、上に示した物価上昇率と実質賃金上昇率の
和を名目賃金上昇率としている。 



表 5 シミュレーションのケース分け 

 

 表において、厚生年金の適用拡大について①③④と記しているが、それぞれ①は企業規
模要件撤廃、③は 5 人未満個人事業所への適用拡大、④は週 10 時間以上の全ての被用者
へ適用拡大を表している。 
 以上のケースについてシミュレーションを行い、比較を行う。マイクロシミュレーショ
ンは毎期乱数を発生させ、生存・死亡・就業・結婚・離婚・所得といった項目が確率的に
変化する。したがって、この確率計算を 50 回繰り返し、その平均をとることで最終的な
計算結果としている。 
 なお、これらのシミュレーションは、本来個人の年金拠出・給付に与える影響にとどま
らず、国民年金・厚生年金の財政にも影響を与えると考えられる。またその影響を反映
し、マクロ経済スライドの調整期間が変化する可能性もある。ただし年金財政への影響は
本シミュレーションによる分析の範囲を超えるものである。長期的には取り組む課題であ
り、まずは 1つの方向性として、財政検証プログラムの Python への移植を試みている。
これが第 2 部の川出論文であり、マイクロシミュレーションと財政検証の接続のための試
算を行っている。ただしデータの制約等により、財政検証の完全な再現や両者の接続は今
後の課題である。 
 
 

4 シミュレーションの結果 
 以下では、公的年金制度の変更が将来的な所得分配に及ぼす影響、具体的には国民全体
における相対的貧困率やジニ係数の変化に絞って分析を行う。分析期間は 2023年から
2060年までである。まず基準ケースを述べた後、いくつかの改革ケースについて分析結果
を示していく。 
 

物価上昇率 名目賃金上昇率 厚生年金の適用拡大 マクロ経済スライドの終了年度 基礎年金の拠出期間
基礎年金部分 報酬比例部分

基準 2.0 4.0 なし 2039 2023 40
A1 2.0 4.0 ① 2039 2023 40
A3 2.0 4.0 ③ 2039 2023 40
A4 2.0 4.0 ④ 2039 2023 40
B1 2.0 3.5 なし 2037 2023 40
B2 0.8 1.3 なし 2057 2026 40
B3 2.0 3.5 なし 2023 2023 40
B4 0.8 1.3 なし 2036 2036 40
C1 2.0 4.0 なし 2039 2023 45
参考1 2.0 3.5 なし 2039 2023 40
参考2 0.8 1.3 なし 2039 2023 40



4.1 基準ケース 

 まずは基準ケースの結果について見てみよう。相対的貧困率は 2050 年頃まで上昇傾向
にあり、24.6%程度まで達するが、その後は緩やかに下落傾向にある。またジニ係数は
2040年頃に 39.2%程度でピークに達し、その後は相対的貧困率と同様に、緩やかな下落傾
向に転じる。 

 

 

図 3 基準ケースにおける相対的貧困率とジニ係数 
 

4.2 厚生年金の適用拡大の効果 

 シミュレーションの対象とした、さまざまなシナリオに沿った動きも確認してみよう。
まずは適用拡大による影響である。適用拡大による影響は、相対的貧困率、ジニ係数とも
にそれほど大きくはない。ケースごとに見ると、相対的貧困率は、当初は基準ケースで最
も低いが、2020 年代後半からは最も高くなり、その後も多少の変動はあるものの、2060
年度までのほとんどの期間で最も高い値となる。2020 年代後半から 2040 年前後までほぼ
一貫して最も低い値にある適用拡大④のケースは、2040 年代初頭を境に、他の適用拡大の
ケースよりも相対的貧困率が高くなっていく。変わって 2040 年代前半以降、最も相対的
貧困率が低くなるのは適用拡大①のケースである。 
 ジニ係数は 2040年代半ばまで基準ケースで最も低くなり、2050 年頃まで適用拡大④の
ケースで最も高くなる。その後は適用拡大④のケースのジニ係数が急速に低下する一方、
基準ケースでの低下は緩やかであり、結果的に基準ケースのジニ係数が最も高い値とな
る。 



 

図 4 適用拡大による相対的貧困率の変化 
 

 

図 5 適用拡大によるジニ係数の変化 
 

4.3 マクロ経済スライドの調整期間一致の効果 

 次にマクロ経済スライドの調整期間との関係を見てみよう。まず前提として、本研究に
おけるシミュレーションでは財政検証に準拠したケース設定を行っているため、基本的に
は報酬比例部分の調整が先に終了し、そののちに基礎年金部分の調整が終了する。調整期
間の一致が図られた場合には、成長型経済移行ケース等においては報酬比例部分の調整期



間は変わらない。したがって、基礎年金・報酬比例部分ともに調整が行われている期間に
おいては、調整期間を一致させる場合、させない場合ともに、相対的貧困率にもジニ係数
にも差は発生しない。その結果、成長型経済移行を前提としたケースでは 2023年度以降
において、各ケースで差異が発生する。他方過去 30 年投影を前提としたケースでは、調
整期間を一致させることにより、報酬比例部分の調整期間も 2036 年度まで延長される。
したがって過去 30年投影ケースにおいては、2026 年度までは調整期間を一致させるケー
スと一致させないケースでの差異は発生しないが、2026 年以降において、各ケースで差異
が発生する。 
 調整期間を一致させることで相対的貧困率はほぼすべての期間でわずかに低下する。
2040年代前半までは大きな差は出ないが、それ以降、低成長を仮定する過去 30 年投影ケ
ースにおいて急速に相対的貧困率が上昇し、2060 年度には基準ケースと比較して 9 ポイン
ト程度の差となる。ジニ係数は相対的貧困率とは逆に、調整期間を一致させることですべ
ての期間でわずかに上昇する。こちらは 2020 年代半ばから急速に差が拡大するが、2040
年代半ば以降の低下のスピードも他のケースよりもわずかに早いため、ケース間の差は縮
小傾向を示す。 

 

 

図 6 マクロ経済スライドの調整期間による相対的貧困率の変化 



 

図 7 マクロ経済スライドの調整期間によるジニ係数の変化 
 
  相対的貧困率、ジニ係数ともに、ケース間に大きな差を発生させるのは経済前提の違
いである。これを確認するために、マクロ経済スライドの調整期間は基礎年金部分 2039
年、報酬比例部分 2023年に揃えた上で、経済前提の差を反映させた結果が図 8および図
9 である。したがって、図 8、図 9 においては完全に経済前提の差のみが結果に差を生じ
させている。ここで示した通り、経済前提について高成長を想定したケースと成長型経済
を想定したケースの差はわずかなものにとどまるが、過去 30 年間の経済成長を投影した
ようなケースでは相対的貧困率やジニ係数が他のケースよりも明らかに大きな値となって
いる。 
 

 



 

図 8 経済前提の違いによる相対的貧困率の変化 
 

 

図 9 経済前提の違いによるジニ係数の変化 
 

4.4 基礎年金 45 年化の効果 

 最後に基礎年金の拠出期間を 45 年化したケースである。基礎年金を 45 年化することは
すべての期間で相対的貧困率をわずかに低下させる。同様に、基礎年金 45 年化によりジ
ニ係数もわずかに低下する。ただし、いずれも基礎年金 45 年化の影響はわずかなものに
とどまる。 



 

図 10 基礎年金 45 年化による相対的貧困率の変化 
 

 

 

図 11 基礎年金 45 年化によるジニ係数の変化 
 
 

5 考察 
 まず、図 3に見られるように、相対的貧困率、ジニ係数ともにしばらくの間上昇傾向を
示すことは、所得項目の中で雇用者所得のみが一定率で上昇するような設定になっている



ことが原因ではないかと考えられる。すなわち、雇用者所得が増加し現役世代の所得が拡
大している一方で、退職世代はマクロ経済スライドが発動するかどうかにかかわらず、年
金給付は雇用者所得ほどの増加とはならない。これが現役世代と退職世代との間で格差を
拡大させ、相対的貧困率やジニ係数にも反映されているものと考えられる。一方で両変数
とも長期的には低下に転じるが、これは高齢化により退職世代が増加し、また新たに退職
世代となる者は現役時の雇用者所得の伸びにより、比較的高い年金給付を受けられるため
ではないかと考えられる。 
適用拡大が相対的貧困率やジニ係数にもたらす影響は図 4、図 5 に示したが、適用拡大

④は最も広い範囲で適用拡大が行われ、週の労働時間が 10 時間以上 20 時間未満の者まで
対象となるため、標準報酬が比較的低い水準にあっても、厚生年金に加入することにな
る。したがって適用拡大前の国民年金保険料よりも、年金保険料の負担額は減少する可能
性がある。ただし賃金上昇により標準報酬が上昇すれば、そのメリットが失われていく、
すなわち長期的には国民年金保険料よりも高い保険料を負担することになる可能性もあ
る。一方で加齢により被保険者から受給者に変われば、モデルの設定上年金受給額は確実
に増加する。したがって年金給付が増加した分可処分所得が上昇し、これが相対的貧困率
を引き下げている可能性が考えられる。 
適用拡大の各ケースにおける貧困線の水準を示したものが図 12 である。適用拡大の順

番通りに貧困線が上昇していることがわかる。基準ケースでは貧困線も低いが、適用拡大
が行われないことで基礎年金部分の給付しか受けられない者も多いため、貧困線を下回る
高齢者が比較的多くなるのではないかと考えられる。適用拡大を行うケースでは適用拡大
の範囲が広がるにつれて貧困線が高くなっていくが、適用拡大④のような、比較的雇用者
所得が低いと思われる個人であれば、適用拡大による年金額の増加額も、比較的小さなも
のにとどまる可能性がある。したがって、長期的には適用拡大④のようなケースで、適用
拡大を行うケースの中では相対的貧困率が最も高くなるような状況が発生していると考え
られる。 

 



 

図 12 適用拡大による貧困線の変化 
 

 マクロ経済スライドの適用期間の一致が相対的貧困率やジニ係数にもたらす影響は図
6、図 7に示したが、相対的貧困率が調整期間の一致によって低下する原因は、特に基礎
年金部分の調整が早期に終了することにより、基礎年金部分の給付しか受けない者や報酬
比例部分の少ない者の可処分所得が従前より増加するためと考えられる。ジニ係数が調整
期間の一致によって低下することも相対的貧困率の低下と同様の理由と考えられる。 
 基礎年金 45 年化が相対的貧困率やジニ係数にもたらす影響は図 10、図 11 に示した
が、既に示した通り非常に僅かな変化にとどまった。これは拠出面、給付面ともに対象者
が少ないためと考えられる。まず拠出面を見れば、60～64 歳までの者のみが新たに被保険
者となる。さらに、雇用者であれば原則として厚生年金に加入しているため、基礎年金 45
年化の影響は受けない。したがって、新たに拠出を行う者の数は比較的少数にとどまり、
結果として影響は小さいものと考えられる。また給付面を見ると、40年から 45 年へと延
長されることによる基礎年金額の増加がそれほど大きくないためと考えられる。 
 
 

6 むすび 

 本研究においては動的なマイクロシミュレーションモデルを構築し、主に国民生活基礎
調査のデータを用いながら、厚生年金の適用拡大、マクロ経済スライドの調整期間一致、
基礎年金の 45 年化といった政策変化が所得分布に与える影響を検証した。シミュレーシ
ョンにより得られた結果を改めてまとめると以下のようになる。なお本研究における結果
の解釈には、設定された経済前提への依存を十分留意すべきであるということを強調して



おきたい。 
 第 1 に、基準となるケースにおいては、相対的貧困率、ジニ係数ともにしばらくの間

上昇するものの、相対的貧困率は 2050 年頃、ジニ係数は 2040 年頃をピークに、緩やかな
下落傾向に転じる。第 2に、適用拡大による影響は、相対的貧困率、ジニ係数ともにそれ
ほど大きくはない。ただし、適用拡大の範囲によって、短期的な影響と長期的な影響の方
向が異なる。短期的には適用拡大を広範に行うケースで相対的貧困率が低くなる一方、長
期的には適用拡大の範囲が狭いケースで相対的貧困率が低くなる。第 3に、マクロ経済ス
ライドの調整期間を基礎年金部分と報酬比例部分で一致させることは、ほぼすべての期間
において相対的貧困率をわずかに低下させ、ジニ係数をわずかに上昇させる。ただし経済
前提の影響が非常に大きく、調整期間の一致自体が与える影響は比較的小さなものにとど
まる。第 4 に、基礎年金 45 年化の影響は相対的貧困率、ジニ係数ともにわずかなものに
とどまる。 
 最後に、本研究に残された課題を挙げる。最も大きな課題は、「上記以外の所得」として
いる部分、すなわち所得として事業所得、農耕・畜産所得、家内労働所得、財産所得、雇
用保険、その他の社会保障給付金、仕送り、企業年金、個人年金等、その他の所得、拠出
金として固定資産税・都市計画税、自動車税・軽自動車税・自動車重量税、医療保険料、
介護保険料、雇用保険料、企業年金掛金、仕送りといった項目の精緻化である。これらの
所得は該当者も少なく、どのように割り当てるべきかの判断が非常に難しい 12。さらには
本研究のように長期間のシミュレーションを想定した場合、これらの所得の経時的な変化
はさらに追跡が困難になると考えられる。相対的貧困率やジニ係数といった値は可処分所
得額をもとにして計算されるため、この点の精緻化は非常に大きな問題である。しかしな
がら、初期値で固定することは非常に強い仮定であり、また①自動車重量税等を毎年支払
う設定になっていること、②年金以外の社会保険料が所得に連動せず固定となっているこ
と、③シミュレーション開始時に 40 歳未満の個人の介護保険料が将来にわたって拠出が
ないことになっていること、④仕送りが延々と続く設定になっていることなどが特に大き
な課題である。ただし、本研究のモデルにおいて、各個人の「上記以外の所得」の値は各
ケースでは差が生じない。すなわち、各ケースにおいて差が生じるのは、各個人の働き方
の違いとそれを通じた可処分所得の違い、さらにはそこから発生する税や社会保険料の拠
出額、最終的に年金給付額を決定するための標準報酬累計額といった項目であり、相対的
貧困率やジニ係数の値そのものは精緻化の中で変化が発生すると考えられるものの、各ケ
ースにおける値の変化の方向性は、基本的には本研究のモデルで示されていると考えられ
る。したがって、シミュレーションを実行可能なモデルの構築ができた部分は本研究の大
きな意義であるが、データの想定に関して、検討が不十分なところが残されている点が本

 
12 参考までに、使用している 30,652 名分のデータのうち、事業所得がある者は 1010 名、農耕・畜産所
得がある者は 401 名、家内労働所得がある者は 91 名、財産所得がある者は 1407 名といった状況であ
る。 



研究の限界である。 
 また、国民生活基礎調査のサンプルがもたらす人口分布の偏りも解決すべき問題であ
る。もちろん一時点であれば拡大乗数により補正が可能であり、特に八塩(2025)で示され
たような方法によって、適切な補正が実現することが明らかになっている。ただし動的な
シミュレーションを行う際には、特に国民生活基礎調査に見られるように若年層の人口が
過少になっていることは、将来の出生数を過少にしてしまうという問題があり、これは拡
大乗数でも解決できない問題であると考えられる。したがって、国勢調査により人口や世
帯の属性を反映した上で、国民生活基礎調査により所得の情報を与えるような仮想的な個
人・世帯を想定していくことも必要であると考えられる。これらは今後の課題として継続
的に取り組みたい。 
 繰り返しになるが、本研究の結果については、設定された経済前提やさまざまな仮定に
依存していることを十分留意すべきであると強調しておきたい。 
 
 

補論 シミュレーションモデルについて 

 本研究プロジェクトにて使用したモデルは、動的マイクロシミュレーションを扱うフリ
ーソフトである LIAM2を参考にして Pythonにて構築したものである。LIAM2をそのま
ま使用するわけではなく、Python を用いてモデルを構築した理由は、より汎用性のあるツ
ールを用いることにメリットがあると考えられるためである。具体的には、利用者が多く
なることにより、モデルの改良が進むと考えられる。さらには今後仮に LIAM2の開発や
公開が停止されたとしても、独自に改良を続けられると考えられる。また LIAM2 は結果
が特殊なファイル形式で出力されるという問題があった。Python で構築することにより、
出力形式なども比較的柔軟に選択することができるようになり、さらには繰り返し計算を
行った上で、その平均値を計算するといったことも可能になっているというメリットがあ
る。 
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